
 
 

 

次期５か年計画策定に向けての具体的な整備目標について（案） 

 次期５か年計画期間における重点的な整備内容（３つの柱）について、以

下のとおり、具体的な整備目標（整備量）を掲げることとする。 
 

《ポイント》 

１．安全・安心な教育研究環境の基盤の整備（別紙１参照） 

 

〈整備目標〉 

 ○老朽改善整備については、今後５年間で約４７５万㎡（年間約９５万

㎡）の整備を実施                               

 ○基幹設備（ライフライン）については、具体的な数値目標は記載しない（機

能劣化の著しいものについて、概ね耐用年数の２倍を超えるものを今後 

１０年で計画的に整備するための所要額を計上） 

 

２．国立大学等の機能強化等変化への対応（別紙２参照） 

 

〈整備目標〉 

 ○国立大学等の機能強化等変化への対応については、上記老朽改善整備 

の機会を捉えて実施（約４７５万㎡の内数） 

 ○著しいスペースの不足に対しては、今後５年間で約○○万㎡(Ｐ)の整備を実施 

① 現行５か年計画と同等程度の約８０万㎡を整備量とする 

② 例１：保有施設の総量を考慮して約４０万㎡を整備量とする（現行1/2程度） 

例２：保有施設の総量を考慮して約３０万㎡を整備量とする（卓越拠点等実績） 

 ○大学附属病院の整備については、今後５年間で約７０万㎡の整備を実施 

 ○大学附属病院における基幹設備（ライフライン）については、具体的

な数値目標は記載しない（機能劣化の著しいものについて、未然に事

故を防止し、適切な診療機能が確保できるよう、計画的に機能の向上

を図るための所要額を計上） 

 

３．サスティナブル・キャンパスの形成 

 

〈推進目標〉 

 ○サスティナブル・キャンパスの形成に資する整備については、具体的な数値

目標は記載しない（上記「１.」「２.」の機会に併せて実施するものとする） 

 

資料２ 
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別紙１ 

 

 

１．安全・安心な教育研究環境の基盤の整備 

 

〈整備目標の考え方〉 

 国立大学等において、安全性・機能性いずれかの観点で緊急性が高い

として改修（改築を含む）を検討している施設の保有面積は、調査結果

（別紙３上段参照）より今後５年間で約４００万㎡とする（調査結果、約

３８８万㎡→約４００万㎡、８０万㎡/年）。 

 加えて、現行５か年計画において未達となっている老朽改善整備、

約１５０万㎡を今後１０年で平準化（１５万㎡/年）して実施する。 

 これらをあわせて、５年間で約４７５万㎡（年間約９５万㎡）を整

備量とする。なお、これらの整備量の中には、老朽改善整備の機会を

捉えて行う大学等の機能強化等変化に対応した整備も含むものとす

る。 

 老朽化が進行している基幹設備（ライフライン）については、調査

結果を踏まえ、概ね耐用年数の２倍を超えているもの（計画更新年数

で３０年程度）について計画的に改善することとして、老朽改善の未

達分と併せ、今後１０年で計画的に改善できる整備量とする。なお、

基幹設備（ライフライン）については、整備量の具体的な数値は記載

しない方向。 
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別紙２ 

 

 

２．国立大学等の機能強化等変化への対応 

 

〈整備目標の考え方〉 

 国立大学改革プランや国立大学経営力戦略等を踏まえ、各国立大学等の

機能強化等変化への対応としては、既存施設の有効活用の観点から老朽施

設の改修の機会を捉え整備を実施していくことを基本とし、その整備量は

「１．安全・安心な教育研究環境の基盤の整備」において計上した約４７

５万㎡の内数とする。 

  
また、特にスペースの不足が著しい建物の整備量については、以下の２

パターンが考えられる。 

 

①新増築を５年間で約８０万㎡（現行５か年計画と同程度の整備量） 

 国立大学等の平成２８年度以降の５年間の新増築の整備要望は、約９７

万㎡（平成２８年度概算要求資料より）である。 
このことから、次期計画期間においても、現行５か年計画と同程度の整

備が必要と考えられるため、約８０万㎡を整備量とする。 

 

②保有施設の総量の最適化等を考慮する場合の整備量 

例１：新増築を５年間で約４０万㎡  

 近年の厳しい財政状況を踏まえ、新増築の整備量は、現行５か年計画の

整備量の１／２（約４０万㎡）とする。 
なお、「１．安全・安心な教育研究環境の基盤の整備」において、改築

整備を４０万㎡（未達分を除く約４００万㎡のうち、現行５か年の整備実

績から１割程度を改築整備と試算）程度と試算していることから、大学等

の機能強化等変化に対応した整備としては約８０万㎡とする（新増築約４０

万㎡＋改築約４０万㎡＝約８０万㎡）。 
 

 

例２：卓越した拠点等の整備として新増築を５年間で約３０万㎡ 

国立大学等の現行５か年計画期間におけるフォローアップ結果では、卓

越した教育研究拠点の形成の実績は、３５拠点、約２６万㎡である。また、

平成２８年度以降の５年間の新増築（卓越拠点）の整備要望は、約２７万

㎡（平成２８年度概算要求資料より）であることから、卓越した拠点等の

整備については、これらを踏まえ約３０万㎡を整備量とする。 
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なお、「１．安全・安心な教育研究環境の基盤の整備」において、改築

整備を４０万㎡（未達分を除く約４００万㎡のうち、現行５か年の整備実

績から１割程度を改築整備と試算）程度と試算していることから、大学等

の機能強化等変化に対応した整備としては約７０万㎡とする（新増築約３０

万㎡＋改築約４０万㎡＝約７０万㎡）。 
 
 
大学附属病院の整備について 
 これまでも、大学附属病院の整備については計画的に推進してきている。

今後も、事業の継続性等を十分踏まえつつ、今後５年間で現行計画と同程

度の約７０万㎡の整備を実施する（別紙３下段では、約６０万㎡とある

が、投資環境の改善等の要因により、今後整備需要が増加する場合を考

慮）。 
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次期５か年計画期間の既存施設（一般）整備予定事業の概要

要改修面積（附属病院を除く） 約７７３万㎡

安全上緊急性が高い整備
（外壁や天井の落下防止等）

約２７１万㎡

安全性で
緊急性が高い整備
約８９万㎡

取壊し 約４万㎡

その他の老朽改善整備 約１１８万㎡

現時点で整備が予定されていない施設 約２６３万㎡

機能上緊急性が高い整備
（大学の機能強化等への対応）

約２９９万㎡

安全性，機能性，ともに
緊急性が高い整備
約１８２万㎡

機能性で
緊急性が高い整備
約１１７万㎡

整備予定事業 約５０６万㎡

平成26年１１月現在

平成２６年度施設整備事業（未確定）
平成２７年度施設整備事業（未確定）

緊急性の高い整備 約３８８万㎡

別紙３

○平成26年11月に調査した結果、次期５か年計画期間中の整備予定事業の改修面積は、約506万㎡（要改修面積の約66%）
（平成26年5月1日時点における次期5か年計画期間中の既存施設に係る要改修面積（附属病院除く）は、約773万㎡）
○整備予定事業の改修面積のうち、安全性、機能性いずれかの観点で緊急性が高い整備は、約388万㎡（整備予定事業の改修面積の約77％）
○緊急性が高い整備約388万㎡のうち、教育研究施設は約264万㎡（約68％）

１．施設整備 約６０万㎡ 約１，６８０億円
（約７４万㎡ 約１，９２０億円）

（内訳）
○再開発整備（老朽・狭あい対策、教育研究機
能の向上及び、先端医療等へ対応するため、
外来部門、中央診療部門、病棟部門の主要３

部門を中心に順次整備）

事業予定法人数： １７法人

○機能強化（再開発事業ではないが、医療制度
改革等の社会的状況の変化に対応するため、
各附属病院の機能役割を踏まえた部門機能の
強化）

事業予定法人数： ７法人

２．ライフライン整備 約５４０億円
（約４２０億円）

○日常、災害時における病院機能
を維持するために必要な基幹・
環境の整備

事業予定法人数： ３５法人

・受変電設備更新
・上下水道・ガス配管等更新
・給水設備更新
・自家発電設備更新 など

附属病院の整備予定事業 ４０法人
約６０万㎡ 約２，２２０億円
（約７０万㎡ ２，３４０億円）

※ （）内の値は現行５か年計画期
間における実績

※ 附属病院を置く国立大学法人は
４２法人

平成２６年１０月時点

○平成２６年１０月に調査した結果、次期５か年期間中の附属病院の整備需要は約２，２２０億円
○次期５か年期間中の整備需要額は、現行５か年計画とほぼ同額となっており、ライフライン整備の需要が増加
○近年、再開発整備後に地域の特性を踏まえた各部門の機能強化を要望する附属病院が増加

次期５か年計画期間の附属病院施設整備予定事業の概要
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老朽改善整備の整備量の検討について 
 

次期５か年計画期間において、老朽改善整備（試算例１：約５５０万㎡、     

試算例２：約４７５万㎡）の整備が実施された場合、試算上では、以下の改善が図られる。 

 

用途区分 保有面積

(H26.5.1) 

要改修面積＊１ 

（H26.5.1） 

試算例１＊２ 試算例２＊２ 

教育研究施設 約 1,605 万㎡ 約 543 万㎡ 約 338 万㎡ 

（約 62%） 

① 

 

約 298 万㎡ 

（約 55%） 

② 

図書館 約 102 万㎡ 約 40 万㎡ 約 20 万㎡ 

（約 50%） 

③ 

 

約 18 万㎡ 

（約 45%） 

④ 

支援施設 約 104 万㎡ 約 60 万㎡ 約 36 万㎡ 

（約 60%） 

⑤ 

 

約 32 万㎡ 

（約 53%） 

⑥ 

宿泊施設 約 164 万㎡ 約 90 万㎡ 約 44 万㎡ 

（約 49%） 

⑦ 

 

約 36 万㎡ 

（約 40%） 

⑧ 

その他(管理施

設、附属学校等） 

約 472 万㎡ 約 232 万㎡ 約 112 万㎡ 

（約 48%） 

－ 約 91 万㎡ 

（約 39%） 

－ 

合計 約 2,447 万㎡ 約 965 万㎡ 約 550 万㎡ 約 475 万㎡ 
＊１ 経年 20 年以上の要改修面積＋改修後 20 年以上の面積（H26.5.1） 
＊２ 試算例１、試算例２の欄の割合は、要改修面積に対する割合を示す。 

 

○長寿命化改修 

（耐震対策(非構造部材含)や防災機能強化含） 

  

 

○先進的な教育研究拠点 

学修環境整備 

地域との連携強化のための整備 等 

 

 

○ラーニング・コモンズ 

 

 

○研究者交流施設 

 

 

○学生・留学生宿舎 

資料２（別添１） 

試算例１：約３３８万㎡（①）（約 62%） 

試算例２：約２９８万㎡（②）（約 55%） 

試算例１：約２０万㎡（③）（約 50%） 

試算例２：約１８万㎡（④）（約 45%） 

試算例１：約３６万㎡（⑤）（約 60%） 

試算例２：約３２万㎡（⑥）（約 53%） 

試算例１：約４４万㎡（⑦）（約 49%） 

試算例２：約３６万㎡（⑧）（約 40%） 

試算例１：約５５０万㎡ 

試算例２：約４７５万㎡ 
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５．国立大学等の施設整備に係る費用について（試算）   

（２）機能向上に係る費用【試算】（参考１､２） 

 

【試算例1】老朽改善を10年間で平準化して整備する場合 

改修・改築に係る費用 約10,000円/㎡・年 約2,800億円/年 

【試算の仮定】 

・築後 25年で改修、50年で改築（新耐震は 100 年で改築） 

・教育研究施設等：今後10年間については、平準化を行い、毎年の整備量を約110万㎡とし、その

後は毎年度の事業量を平準化せず、発生した需要に応じ、その都度整備（詳

細は参考１参照） 

・附属病院施設：今後5年間の整備需要(基幹設備(ライフライン)を含む)を計上 

・基幹設備(ライフライン)：概ね法定耐用年数の 2倍で更新 

・改修単価は 15万円/㎡、改築単価は 30万円/㎡ 

 

 

【試算例2】現行５か年計画の事業量ベースで整備する場合 

改修・改築に係る費用 約8,600円/㎡・年 約2,400億円/年 

【試算の仮定】 

・築後 25年で改修、50年で改築（新耐震は 100 年で改築） 

・教育研究施設等：今後10年間について、毎年の整備量を約95万㎡とし、その後は 

年間約 80 万㎡で整備（詳細は参考１参照） 

・附属病院施設：今後5年間の整備需要(基幹設備(ライフライン)を含む)を計上 

・基幹設備(ライフライン) ：概ね法定耐用年数の 2 倍で更新 

・改修単価は 15万円/㎡、改築単価は 30万円/㎡ 

（当初予算：550億円、補正予算：194億円、財政投融資資金：400億円、施設費交付金：56億円） 

 

※ 推計には、新たなニーズ等に対応するための新増築に係る費用は含んでいない。 

※ 改修単価等は平成26年度の実績を用いて試算。 

※ 国立大学等の保有面積：約 2,794 万㎡（平成 26 年 5 月１日現在）。 

 

 

 

（参考）平成 26 年度の予算実績（新増築に係る費用を含む） 

・施設整備費補助金（財政融資資金含む）  4,295 円/㎡・年  1,200 億円/年 

次期国立大学法人等施設整備５か年計画策定
に向けた中間報告（平成 27 年 8 月）
より抜粋 
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（参考１）教育研究施設等の老朽改善整備に係る試算結果 

 

【試算例 1】老朽改善を10年間で平準化して整備する場合 

・今後 10 年間について、平準化を行い、毎年の整備量を約 110 万㎡（既存の老朽化した施設

（築後 25年以上）と今後 10年間で新たに生じる老朽化した施設を合わせて 10年間で解消）

に設定 

・上記には、現行5か年計画の積み残し分約150万㎡（年間約15万㎡）が含まれる 

・その後は、毎年度の事業量を平準化せず、発生した需要に応じ、その都度整備する 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

【試算例 2】現行５か年計画の事業量ベースで整備する場合 
・今後 10 年間について、毎年の整備量を約 95 万㎡（現行 5 か年計画ベース年間約 80 万㎡＋

現行 5 か年計画の積み残し分約 150 万㎡の一年分約 15 万㎡）に設定 

・その後は、年間約 80万㎡（現行 5 か年計画ベース）で整備する 

 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

（万㎡） 経年(年) 

（億円） 

（万㎡） 経年(年) 

（億円） 
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　　　　面積区分表

面積区分名称 対　象　組　織　等

大学教育・研究施設
学部，大学院，学群，学系，教育部，附置研究所，教育研究組織，歯科衛生士学
校，歯科技工士学校，学内共用施設

大学図書館 大学の図書館

大学体育施設 大学の屋内運動場施設及び附属施設

大学支援施設 大学の研究者交流施設，教職員施設，福利施設，保健管理施設，課外活動施設

大学宿泊施設
大学の国際交流会館，外国人教師宿泊施設，学生寄宿舎，短期学生宿舎，職員宿
舎

附属学校
附属高校，附属中学校，附属小学校，附属幼稚園，附属中等教育学校，附属特別
支援学校

附属病院 附属病院，看護師宿舎

大学管理施設 大学の事務局施設，一般管理施設，講堂，大学ホール

大学設備室等 学部・研究所・病院・附属学校・本部施設等の渡り廊下，設備室

共同利用機関研究施設 大学共同利用機関の研究実験部，研究施設

共同利用機関図書館 大学共同利用機関の図書館

共同利用機関支援施設 大学共同利用機関の福利施設

共同利用機関宿泊施設 大学共同利用機関の研究者宿泊施設，職員宿舎

共同利用機関管理施設 大学共同利用機関の管理部・講堂

共同利用機関設備室等 大学共同利用機関の渡り廊下，設備室

高専教育・研究施設 高等専門学校の校舎，電算機施設，学内共用施設

高専図書館 高等専門学校の図書館

高専体育施設 高等専門学校の屋内運動場及び附属施設

高専支援施設 高等専門学校の福利施設

高専宿泊施設 高等専門学校の寄宿舎，職員宿舎

高専管理施設 高等専門学校の管理部，一般管理施設

高専設備室等 高等専門学校の渡り廊下，設備室

高専機構本部 高等専門学校機構本部の管理部等

大学評価・学位授与機構 大学評価・学位授与機構の施設

国立大学財務・経営センター 国立大学財務・経営センターの施設
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国立大学法人等の基幹設備（ライフライン） 

に係る実態調査について（結果報告） 
 

① 保有している設備の把握状況 

９１法人３９７団地のうち、６０法人１８０団地において、１２種類
全ての設備の数量を把握。  
全法人・主要団地 左記のうち、把握状況別の法人・主要団地 

法人数 主要団地数 
(a) 

把握状況 法人数 主要団地数 
(b) 

 

(b)/(a) 

９１法人 ３９７団地 

１種類以上 
把握済み ８２法人 ３１６団地 ８０％ 

 
１２種類全て

把握済み ６０法人 １８０団地 ４５％ 

把握なし ９法人 ８１団地 ２０％ 

 
※１２種類の設備は、給排水・ガス管等が７種類、電力・通信ケーブル等

が５種類。  
② 保有している設備の更新計画策定状況 

９１法人３９７団地のうち、１３法人３０団地（８％）において、 
１２種類全ての設備の更新計画を策定。  

③ 基幹設備（ライフライン）の保有量（推計） 

給排水・ガス管等： ４，０８９ｋｍ 
電力・通信ケーブル等：１１，８６６ｋｍ 
  合  計  ：１５，９５５ｋｍ 

 
※各設備の土地面積、建築面積、延べ面積、総棟数のうち、敷設長さと相

関が最も強いものを独立変数とし、回帰式により推計。 
（附属病院を除く）  

④ 基幹設備（ライフライン）の更新が必要な整備量（推計） 

給排水・ガス管等： ２，２４３ｋｍ （保有量の約５５％） 
電力・通信ケーブル等： ２，４９３ｋｍ （保有量の約２１％） 

合  計  ： ４，７３６ｋｍ （保有量の約３０％） 
 

※平成２８年５月１日時点で計画更新年数以上使用する設備を推計。 
（附属病院を除く） 

※計画更新年数は、関係専門機関が示す更新年数等をもとに算出されたもの。 
※上記整備量（４，７３６ｋｍ）について、所要額を推計すると、約１，３００億円
程度を今後１０年間で対策。 
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参考
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